
○ パートタイム労働者の現状 

雇用期間の定めの有無別短時間労働者の属性（短時間労働者調査） 

雇用期間の

定めがある 
83.2% 

雇用期間の

定めがない 
15.5% 

無回答 
1.3% 

短時間労働者全体 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

問「現在の雇用契約は、雇用期間の定めのある契約ですか。 
（口頭で伝えられた場合も含みます）」 という内容で調査 
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30～39歳 
(N=1,312) 
40～49歳 
(N=1,631) 
50～59歳 
(N=1,400) 
60歳以上 
(N=1,314) 

年齢別 

雇用期間の定めがある 雇用期間の定めがない 無回答 
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0.9  
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専門・技術(N=899) 

管理(N=34) 

事務(N=2,351) 

販売(N=541) 

サービス(N=584) 

保安(N=90) 

運輸・通信(N=157) 

生産工程・労務(N=1,272) 

その他(N=106) 

職種別 

雇用期間の定めがある 雇用期間の定めがない 無回答 

87.8  

82.1  

10.5  
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1.7  

1.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

男性 
(N=1,218) 

女性 
(N=4,957) 

性  別 

雇用期間の定めがある 雇用期間の定めがない 無回答 
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○ パートタイム労働者の現状 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

短時間労働者の業種別の状況（短時間労働者調査×事業所調査をマッチング集計） 

鉱業、採石業、 
砂利採取業 

0.1% 
建設業 
2.2% 

製造業 
19.8% 電気・ガス・ 

熱供給・水道業 
0.2% 

情報通信業 
1.1% 運輸業、郵便業 

6.7% 

卸売業、小売業 
15.5% 

金融業、保険業 
1.6% 

不動産業、 
物品賃貸業 

0.1% 
学術研究、専門・技術

サービス業 
0.7% 

宿泊業、 
飲食サービス業 

5.8% 

生活関連サービス業、

娯楽業 
3.2% 

教育、学習支援業 
3.6% 

医療、福祉 
18.0% 

複合サービス事業（郵

便局、協同組合等） 
1.3% 

サービス業（他に分類

されないもの） 
6.6% 

不明 
13.3% 

雇用期間の定めがない短時間労働者の 
所属する事業所の業種 N=964 
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産業計(N=6,208) 

鉱業、採石業、砂利採取業(N=25) 

建設業(N=124) 

製造業(N=1,340) 

電気・ガス・熱供給・水道業(N=59) 

情報通信業(N=85) 

運輸業、郵便業(N=256) 

卸売業、小売業(=814) 

金融業、保険業(=196) 

不動産業、物品賃貸業(N=22) 

学術研究、専門・技術サービス業(N=146) 

宿泊業、飲食サービス業(n=185) 

生活関連サービス業、娯楽業(N=171) 

教育、学習支援業(N=636) 

医療、福祉(N=752) 

複合サービス事業（郵便局、協同組合等）(N=195) 

サービス業（他に分類されないもの）(N=471) 

雇用期間の定めの有無× 
短時間労働者の所属する事業所の産業 

雇用期間の定めあり 雇用期間の定めなし 無回答 

鉱業、採石業、砂利

採取業 
0.5% 

建設業 
2.0% 

製造業 
21.8% 電気・ガス・ 

熱供給・水道業 
1.1% 

情報通信業 
1.4% 

運輸業、郵便業 
3.6% 

卸売業、小売業 
12.6% 

金融業、保険業 
3.5% 

不動産業、物品賃貸

業 
0.4% 

学術研究、専門・技

術サービス業 
2.7% 

宿泊業、飲食

サービス業 
2.4% 

生活関連サービス

業、娯楽業 
2.7% 

教育、 
学習支援業 

11.6% 

医療、福祉 
11.1% 

複合サービス事業

（郵便局、協同組合

等） 
3.5% 

サービス業（他に分

類されないもの） 
7.7% 

不明 
11.5% 

雇用期間の定めがある短時間労働者の 
所属する事業所の業種 N=5,166 
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○ パートタイム労働者の現状 

同じ内容の業

務・責任の重さ

も同じ正社員が

いる 
15.5% 

責任の重さは

違うが、同じ業

務の正社員が

いる 
39.3% 

同じ内容の業

務を行っている

正社員はいな

い 
38.9% 

無回答 
6.3% 

雇用期間の定めあり 

（責任の重
さにかかわ
らず）いる 

54.8% 

N=5,166 

同じ内容の業

務・責任の重

さも同じ正社

員がいる 
18.9% 

責任の重さは

違うが、同じ業

務の正社員が

いる 
37.7% 

同じ内容の業

務を行ってい

る正社員はい

ない 
38.4% 

無回答 
5.1% 

雇用期間の定めなし 

（責任の重
さにかかわ
らず）いる 

56.6% 

N=964 

3.1  54.2  29.0  13.3  0.4  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

雇用期間の 
定めあり 

正社員と同等もしくはそれ以上の賃金水準である 
正社員より賃金水準は低いが、納得している 
正社員より賃金水準は低く、納得していない 
わからない（考えたことがない） 
無回答 

5.3  47.7  24.2  22.6  0.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

雇用期間の 
定めなし 

正社員と同等もしくはそれ以上の賃金水準である 
正社員より賃金水準は低いが、納得している 
正社員より賃金水準は低く、納得していない 
わからない（考えたことがない） 
無回答 

同じ仕事を行っている正社員が「いる」場合の賃金水準に
対する納得性 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 
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○ パートタイム労働者の雇用管理 

資料出所：短時間労働者実態調査（平成22年）（労働政策研究・研修機構） 

雇用期間の定めの有無×各種制度の実施状況（事業所調査） 
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雇用期間の定めがある 
正社員と短時間労働者両方に対して実施 
正社員のみ実施 

※ 当該企業においてもっとも人数が多い職種の短時間労働者についての定め 
N=1,515 
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雇用期間の定めがない 

正社員と短時間労働者両方に対して実施 
正社員のみ実施 

N=221 
※ 当該企業においてもっとも人数が多い職種の短時間労働者についての定め 
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